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都市と農村の土地利用計画に関する研究
一宮崎県都城広域都市計画における区域区分廃止時の

農村側からの問題と課題及び方策一

川嶋雅章*

Study on Land-use Planning in Cities and Farm Villages 

Problems and issues as well as countermeasures from farm village side referring to the 

abolition of area division in the extensive town planning of Miyakonojo， Miyazaki prefecture 

by Masaaki KA  W ASHIMA * 

(2004年12月22日受理)

Abstract 

By the revision of the town planning law in 2000， prefectural governments became responsible for area division 

except in city planning areas， such as the three Metropolitan areas and other major cities. Area division is anticipated 

to be abolished. This paper describes an investigation on problems and issues encountered through the extensive town 

planning of Miyakonojo， Miyazaki prefecture， which was the first plan that abolished area division in ]apan. The 

investigation conducted through field surveys and studies on available references revealed problems and issues of farm 

villages caused by the abolition of area division， such as 1) sprawl at the periphery of land-use zones， 2) problems in and 

near the center of villages where population could not be increased， 3) development problems in non-divided areas， 4) 

spread of urban pressure to outside the city planning areas， and 5) problems of conversion of agricultural land. 

Countermeasures for those problems and issues were also investigated. 

Key Words and phrases Survey Area Division， Town Planning Law， Land-use， Urbanization Control Area， Rural 

Planning 

l はじめに

(1) 研究の背景と目的

わが国では1960年代から高度経済成長により，3大都市

圏を中心に都市部の人口が急激に増加し始めた。人口の増

加は新たな住宅の需要を生み出し，都市周辺部を中心に無

秩序な市街化(スプロール現象)が進行した。そこで1968年

に新都市計画法が制定され，区域区分の導入による土地利

用規制の強化が行われた。区域区分とは，無秩序な市街化

を防止し，計画的な市街化を図るため，都市計画区域に市

街化区域と市街化調整区域との 2つのエリアを区分する

(線引き)制度である。市街化区域は，既に市街地を形成

している区域 (既成市街地及びこれに接続して現に市街化

しつつある区域)，及び概ね10年以内に優先的かっ計画的に

市街化を図るべき区域 (集団的優良農地等は含まない)で，

市街化調整区域は市街化を抑制すべき区域である。区域区

( 1 ) 

分に関する都市計画は，本則においては全ての都市計画区

域を対象としつつ，附則の中で，首都圏，近畿圏，中部圏

の3大都市圏の既成市街地， 近郊盤備地帯等及び人口10万

以上の市に関わる区域と密接な関連がある都市計画区域に

ついては，当分の間，区域区分を行うことが定められた。

このため，表-1に示すように1，311の都市計画区域の内で

線引きが行われた区域は338(25.8%)だけで，この他の74.2

% (973)は，区域区分を指定しない未線引き都市計画区域

となっていた。

2000年の都市計画法改正に先立つ都市計画中央審議会の

答申は，わが国が急速な「都市化の時代Jから，安定成

熟した「都市型の時代Jへの移行したという基本認識を示

した。答申では，少子高齢化による都市への人口集中の沈
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表-1 2000年都市計画区域決定と線引き都市計画区域数

都市計画区域数 1，311 

線引き都市計画区域数 338 (25.8%) 

都市計画決定市町村数 2，016 

線引き都市計画区域内市町村数 841 (41.7%) 

都市計画年報より

前十化の一方でh モータリゼーションの進展による都市の拡

散現象が加速化していること 地球規模での環境問題に対

して都市計画にも対応が求められていること，国民の価値

観が多様化し，また地方分権が進む中で 地方自治体と地

域住民が一体となった身近なまちづくりの重要性が高まっ

ていること等を 問題意識としてあげている。

こういった問題意識を背景とした2000年の改正都市計画

法は，大きくは①市街地縁辺部の土地利用規制の合理化，

②既成市街地内の土地利用規制の合理化，③都市計画決定

手続の合理化， からなる。

このうち市街地縁辺部の土地利用規制の合理化では，ま

ず準都市計画区域住りが創設され，都市計画区域外でも.1ha

以上の大規模な開発は，都市計画の開発許可が必要となっ

た。それから市街化区域，市街化調整区域の区域区分制度

が選択制に変更された。

この改正都市計画法の施行に伴っても首都圏，近畿圏，

中部圏の3大都市圏の既成市街地，近郊整備地帯等及び政

令指定都市を含む都市計画区域については，引き続き区域

区分が義務づけられている。しかし，これ以外の都市計画

区域で1ま，都市計画区域マスタープランにおいて 都道府

県の選択に委ねることとなった。この結果，将来人口の増

加が見込まれない都市計画区域等において 今後，区域区

分の廃止が予想される。

このため，区域区分の廃止に伴い農林業農村にどのよ

うな影響を及ぼすのか問題点を明らかにし，その対策を検

討する必要がある。これらの検討を行うことが，今後の都

市計画区域マスタープラノにおける農林調整の適正化， 迅

速化及び健全な農林業発展に資するものである。

本報告では.2000年の都市計画法改正以前に.1987年1

月の建設省局長通達(参考資料1)により .1988年4月に

我が国において初めて線引き(区域区分を「線引き」とも

言う)制度を全域廃止した，宮崎県の都城広域都市計画区

域を事例とした。線引き廃止前後の問題もさることながら，

線引きを行った1970年時点から1988年の廃止を経て，調査

時の2002年までの過程も追うことにより 農業農村サイ

ドからの視点で，線引き制度の問題課題を検証し， 線引

き廃止に対する農村側からの問題と課題及び方策を明らか

( 2 ) 

にするものである。

既往の研究としては，阿部論文1)において，都市計画側か

ら都城広域都市圏における線引き廃止への経緯と効果が明

らかにされている。また，前迫，他2)による都城市での線引

き廃止後の開発動向の研究がある。しかし，農業農村側

からの線引き廃止の研究はされていない。なお. 2000年の

都市計画法改正後に，改正法の解説3)や県の都市計画区域

マスタープラ/策定指針叫や一般論としての著書5)や著述6)

などが発表されている。

なお，本報告は2002(平成14)年度に農林水産省農村振

興局が財団法人農村開発企画委員会に委託して行った「都

市計画関連土地利用調整調査j7)において 著者が担当した

部分をまとめ直したものである。

(2) 研究の方法

①調査対象の市町村

都城広域都市計画区域は，都城市を中心に隣接の三股町

山之口町 高城町，山田町の1市4町である。本調査の対

象市町村は，都城市に隣接し都市圏の影響範囲である鹿児

島県財部町 (非線引きで都市計画区域のみ).末吉町 (非線

引き都市計画区域で用途地域を指定)の 2町を含んだ 1

市6町を調査対象範囲としている。

②調査の方法

現地調査は2003年1月8日-10日に 1市6町の役場にお

いて，関係各課担当者より聴き取り調査を行った。

現地調査の視点は，主に用途地域外 (旧市街化調整区域

内)の良地及び農業集落について 線引き以前の状況，線

引きした効果 影響，線引き廃止後の動向から問題や課題

を明らかに した。特に，線引き廃止後の土地利用動向を属

地的に検討して 線引きで規制されていた場合には，問題

にならなかった点について把握した。また，線引きされて

いた時に，規制の及んでいない財部町と末吉町で どのよ

うな都市的土地利用がされていたのか，また，線引き廃止

後はどのような動向になったのかを把握した。この他に，

宮崎県と関係市町村の既存資料収集を行って分析を行った。

なお，福島大学教育学部教授の阿部成治氏から.2002年9

月26日に「都城広域都市圏における線引き廃止への経過と

効果Jr地方都市における土地利用規制と線引き問題j他に
ついての報告があり 意見交換を行った。

2 都城広域都市計画区域の概要と経過

都城広域都市計画区域は，図-1に示すように宮崎県の

都城市を中心に，隣接する三股町，山之口町， 高城町，山

田町の1市4町を範囲とし.18，591haの範囲となってい
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図-1

( 3 ) 
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る。1970年11月27日に線引きが行われ，周辺 4町を含め

3 110haが市街化区域に設定され，15，481haが市街化調整

区域に指定された。

その後，1981年11月2日に第 1回の定期見直しが行われ，

市街化区域が都城市と山田町で'87ha拡大した。さらに，

1986年4月8日に第2回の定期見直しで都城市の市街化

区域16haが拡大され，3，213haになった。

1988年4月22日に線引きが廃止され，市街化区域の用途

地域はそのまま残された。その後， 1991年5月1日に，未

(非)線引きの第1回変更が行われ，現在に至っている。

鹿児島県の財部町は，1968年12月に役場を中心に町域の

13.3%に当たるl，534haが都市計画区域として指定されて

いる。ただし用途地域は指定されずに現在に至っている。

末吉町は，1948年に役場を中心に町の5.5%に当たる713

haが都市計画区域に指定され， 1969年5月に2507haが用

途地域に指定され，現在に至っている。

表-2 都城広域都市計画区域の線引き見直しの経緯

1970年11月27日 線(周引辺き4当初決定
l町を含め計3，110ha 市街化区域設)

1981年11月2日 第1固定期見直し 者防比市と山田町87ha:拡大

1986年4月8日 第2回定期見直し 者11城市 13ha拡大

1988年4月22日 線引き廃止(未線引き当初決定)

1991年5月1日 未 (非)線引き第1回変更

表-3は，都城広域都市計画区域と隣接の財部町 末吉

11汀の2000年の人口と行政区面積，および都市計画区域と用

途地域用途地域外の面積を示したものである。

表-3 行政区面積と都市計画区域の状況 単位 ha 

人口 行政 都市計 用途 用途
平成12年 区域 画区域 地域 地域外

都城市 131，922人 30，621 13，040 2，235 10，805 

三日生H汀 24，056人 11，001 2，200 510 1，690 

崎宮
山之口町 7，322人 9 750 1，470 150 

県 高城町 12，570人 9，421 1，427 240 1.187 

山田町 8，815人 6，220 454 78 376 

音1- 184，685人 67，013 18，591 3，213 15，378 

施
財部町 10，924人 11.572 1.534 

児県島 末吉町 20，406人 12，909 713 250.7 462.3 

百十 31，330人 24，481 2，247 250.7 462.3 

3 区域区分を廃止した要因と経過

都城広域都市計画区域の区域区分の廃止は都城市から出

( 4 ) 

てきたもので 表-4に示すような都城市の線ヲlき関連の

議会質問一覧でその経過を見ることができる。

都城市の市街化調整区域では，市街イじを抑制すべき区域

であることから，過疎化につながるいろいろな問題が発生

していたため，区域区分の廃止に地元から強い働きかけが

あった。都城市議会と宮崎県議会での質疑や地元で論じら

れた問題点を整理して 1986年に都城市が中心となって建

設大臣に陳情書が提出された。この点について阿部論文に

よれば，I市街化調整区域の笑態」として以下の6点にまと

めている。

①人口の減少，特に若者流出，若い夫婦青年層の減少

が目立ち，健全な地域社会の営みが紫色しくなっている。

②市街化調整区域内の小 中学校児童生徒数の減少。

③工場，市営住宅の建築ができない。

④分家住宅については都市計画法線引き前の土地所有で

なくてはならない。

⑤兼業農家(従事者)に対しては， 他産業のための建築が

できない。

⑥新規参入者の対応ができない。

従来の区域区分制度は，無秩序な市街化を防止するため

に効果があったが，区域区分制度を適用することが必ずし

も実態にそぐわない面も生じてきたため，1987年 1月に「市

街化区域及び市街化調整区域に関する都市計画の運用改善

についてj建設省局長通達が出された。(参考資料 1) 

これを受けて 都城市の資料から都城市を中心とした線

引きを廃止した理由をみると，以下のようである。

都城広域都市計画区域は，1970年11月に市街化区域及び

市街化調整区域の設定を行い，区域区分設定以降都市施設

の整備による都市的生活環境の確保，市街地開発事業等の

施行による面的な市街地環境の整備，及び無秩序な市街地

拡大の防止に大きな役割を果たしてきた。

都城広域都市計画区域の母都市である都城市は，1889年

町村施行により ，23町村から 1町5村へ，また市制の施行

により 1924年都城町が都城市へ，さらに1936年五十市村及

び神水村， 1957年志和地村，1965年荘内町， 1967年に中郷

村を編入合併し現在の都城市を形成している。

区域区分にあたり これらの旧町村の集落が広範囲に点

在していること，当該県の農業生産の大半を担う 地域であ

ること等から，旧町村のほとんど全域を市街化調整区域に

位置付けざるを得ない状況にあり，区域区分設定後16年を

経過した当時の状況は以下のようであった。

①都市計画区域内人口の約4割に当たる4.6万人が市街化調

整区域に居住している中で 旧町村集落を中心とする市街
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表-4 都城市の線引き関連の議会質問一覧 化調整区域においては，小中学校の児童数の減少や，全体

的に老齢化が進んで、いるこ と， 住宅の建設が規制を受けて

いるこ と 工場の建設が規制を受け，就労の場の確保が難

しい状況にあること等から地域社会の維持が困難となりつ

つあ り 生活や生産の場と して地域の活性化が求められて

いるこ と。

月

9月議会

6月議会

12月談会

3月議会

3月談会

9月議会

9月議会

9月議会

6月議会

9月議会

12月議会

12月議会

6月議会

6月議会

9月議会

9月議会

6月議会

12月議会

6月議会

6月談会

9月談会

3月議会

3月議会

3月談会

3月議会

6月議会

9月議会

9月議会

12月議会

6月議会

6月議会

9月談会

9月談会

9月談会

12月議会

3月議会

6月議会

12月議会

3月議会

3月議会

3月議会

質問事項

市街化区域と市街化調整区域の線引きについて

政令都市指定L対する市長の所信と対策に
ついて，外

調整区域内の住宅建築について

農地転用許可のあり方と行政指導について

j込村上也区の白地を市街化区域に入れる考え
はないか
都総市計き画におけぴる変市街更化区域と間後区域の
引の訓強及
都き市ヰ計犬画法の市街化タ区ト域と翻務区域の線引
の況について，

宏、和池地区の市街化調整について

農家二 三男の住宅建築について

都市計画の変更について

都に市l刻計す画る法意及見容びI~再発務査会提案恭i棋の緩和

都市計画の見直しについて

調整区域における住宅建設について

都市計画市街化構造について

市街化調整区域線引き緩和について

市街化区域の線引き見直しの通達について

農業政策と都市計画法との関連について

市街化調盤区域内の住宅家庭排水の問題に
っし、て

市街化調整区域の住宅建設について

声市寸に合併した旧l町村の推移状況とその振興
策について

調整区域の振興発展対策について

調整区域の基準緩和の検討について

活笹力線を取引きり戻の見す諸直施し策)(企業誘致 大学設

線引きの見直しについて

土地利用区分の見直しについて

過疎地域の活力を取り戻す諸施策について

農用地と市街化の区域について

土地利用の見直しについて

農村部における過疎化対策について

過疎地域の線号|き見直しについて

過疎対策について

過疎地域対策について

過疎化地域の線写|き見直しについて

都市計画法の見直しについて

過疎化地域の線引き見直しについて

過疎地域の線号|き見直し後の取り組みにつ
いて
都市計画見直し(調整区域の住宅建築)に
ついて

線引き全廃の件について

過疎地域の線引き見直しについて

線引き廃止後の建設行政について

都市4計;~~画~~法L基づく線事|き廃止Lよる市民
J¥の について

出典都城市資料より

( 5 ) 

②都城広域都市計画の母都市である都城市は，五十市村，

沖水村， 志和地村，荘内町，中郷村を合併し， 現在の都市

を形成しているこ とから，これらの旧町村のほとんどが市

街化調整区域に位置し，都市への人口集中の傾向も小きく

なっている。つま り都市の熟度を示す都市計画区域内人口

に占める人口集中地区人口の割合も367%と低<， 市街地

形態が特殊である。

③都城広域都市計画区域において 地域の社会経済に大

きな影響を与える産業振興等に関わる計画の策定または大

規模プロジェク ト等が実施されておらず 今後も予定のな

いこ と。

④都城広域都市計画は，人口20万人以上の都市や，県庁所

者E都市等，地方において中核的な役割を果た している都市

がないこ と。

こう した状況から，市街化区域と市街化調整区域の区域

区分が都城地域の実態になじまなくなってきてお り， 通達

に基づいて1988年 4月に市街化区域と市街化調整区域の区

域区分の全面的な廃止が行われた。

なお，用途地域はそのまま残され，都市計画税も課税さ

れている。

線引き廃止の検討過程で，特に，旧合併町村中心部の調

整区域問題において 阿部論文では，次のように指摘して

いる。

『旧合併町村の問題が本格的に取りあげ‘られたのは，初

の線引き改訂作業が行われた1980年である。公聴会で市街

化区域を設定してほ しいという 強い口述が行われ， 通達が

飛地の市街化区域に触れていたこともあり 1980年 9月の

市議会で質疑が行われている。事務連絡には「合併前の旧

町村役場の所在地等，既存集落の中心市街地で計画的に市

街地整備を行う 必要がある区域」と示されていた。しかし，

都城の場合は分家を中心とする緩やかな世帯数増加しか見

込めないため，土地区画整理への同意を得ることが困難だ

と予想された結果，市議会では市街化区域設定に消極的な

答弁が行われている。1984年の陳情書を受けた後，宮崎県

は「土地利用対策協議会」を設け この問題を本格的に検

討した。その結果が，1985年 6月の市議会で報告されてい

る。当初は市街地整備が障害だと考えられていたが，むし

ろ農村総合整備モデル地区，農業構造改善地区，農業集落

地区排水や農業基幾整備地区などの網が幾重にも重なって
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いることの方が問題で「それでは飛び市街地は不可能だと

いう事に実はなったわけでございます」と述べられている。

これ以降，市議会で飛び地指定が議論されることはなくな

り 「残るは線引きの撤廃しかないJr旧役場周辺だけでは
だめだJという強い論調に変わっていった。』

1988年当時は，飛ぴ市街化区域の設定ができなかったこ

とから，望ましい市街化区域の設定ができなかったことが

わかる。

4 区域区分の廃止に伴う農林業への影響

(1) 人口・世帯数の動向

1)市町村別の人口 世帯

市町村別の人口を 1965年から2000年までの推移を国勢

調査でみたものが図-2である。

都城市は1965年の108，220人から増加し， 1985年には

131 922人 (121.9%)まで増加している。その後は横這い

イ頃向となっている。

三股町は1965年の14，803人から現在まで増加傾向にあ

り 2000年では24，056人 (162.5%)まで増加していて 宮

崎県内で一番人口増加率が多い市町村となっている。

山之口町は 7千人強で横這い傾向を示している。

その他の4町はいずれも減少傾向を示している。特に，

財部町は1965年の15，305万人から2000年には10924人

(71 4%)まで減少している。高城町12，570人 (869%) 

山田町8，165人 (854%) 末吉町20406人 (827%)の減

少となっている。

世帯数は図-3に示すように，各市町村ともに増加を示

しており 1965年を100として最も増加したのは三股町で

233 7% (8，582世帯)，次いで都城市の1784% (51，394 

世帯) 山之口町135.9%(2，633世帯) 高城町129%(4，566 

世帯) 山田町128.3%(2 947世帯) 末吉町121.8% (7 833 

世帯) 財部町は横這いで 102.8% (4，289世帯)となって

人
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図-3 都城広域都市圏の市町村別世帯数の推移

いる。

以上のように，市町村全体で見た場合には，人口 世帯

数ともに線引き廃止の影響は認められない。

2 )区域区分別の人口推移

都城広域都市計画区域の 5市町について 1975年から

2000年までの区域区分別人口を 市町別にみたものが図-

4 (1)-(5)である。

なお，区域区分廃止以前は，図の用途地域指定区域が旧

市街化区域で用途地域指定外区域が旧市街化調整区域で

ある。

①都城市は線引き時期の1975年から1985年の間 (以下，線

引き時期)に人口が13，809人増加しており この内6，969人

が市街化区域内で，8，121人が市街化調整区域内で増加して

いる。

1985年から線引き廃止後の2000年の問 (以下 非線引き

時期)には，人口が176人減少している。用途地域内で2947 

人の減少，逆に用途地域外では3，420人の増加となってお

り 線引き廃止による影響が見られる。

なお，都市計画区域外では，線引き時期に1，281人減少，

非線引きl時期に649人減少と いずれの|時期も減少してい

る。
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図-4(1)都城市の区域区分別人口推移
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図-4(3) 山之口町の区域区分別人口推移
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図-4(4) 高城町の区域区分別人口推移
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図-4(5) 山田町の区域区分別人口推移

( 7 ) 

②三股町は線引き時期には3043人増加しているが市街化

区域内で4，019人の増加が見られ，市街化調整区域 (380人

減)と都市計画区域外 (596人減)でいずれも人口減少して

おり，線引きの効果が見られる。

非線引き時期にも5，224人増加している。用途地域内で

2，374人，用途地域外て;'1890人，都市計画区域外で960人と

いずれの区域でも増加しており 線引き廃止による影響が

特徴的に見られる。

③山之口町は線引き時期には637人増加しており市街化調

整区域で1，012人増加，市街化区域内で115人減，都市計画

区域外で260人減となっており，線写|き効果とは別な状況を

示している。

非線引き時期は421人減少で，用途地域で47人減，用途

地域外で201人減，都市計画区域外で173人減と，いずれの

区域も減少傾向にあり 線引き廃止による影響は見られな

し、。

④高城町は，線引き時期には1，077人増加しており，市街化

区域で363人増，市街化調整区域で608人増，都市計画区域

外で106人増と，いずれの区域も増加している。

非線引き時期には1，234人減少している。用途地域外で

288人増加しているが，用途地域内で701人，都市計画区域

外で821人と減少しており線引き廃止による影響が見られ

る。

⑤山田町は線引き時期には335人増加で市街化区域で66人

増，市街化調整区域で228人増，都市計画区域外で41人増と

いずれの区域も増加している。

非線引き時期には317人の減少である。用途地域で100人

増，用途地域外で247人増と都市計画区域での人口増加に対

して，都市計画区域外で664人の減少となっており 線引き

廃止による影響が見られる。

3 )地区別人口の推移

さらに詳細に人口増減の状況を見るため，各市町別の地

区別人口増減を，都市計画基礎調査資料をもとに1975年か

ら2000年までの25年間について増減割合を見たものが図-

5 (1)， (2)で、ある。

①都城市の用途地域 (旧市街化区域)内では，中心市街地

部分の人口が減少し，逆に， 三股町に隣接する東側の地区

と北側の地区，及び西側の用途地域の外縁部で人口増加が

著しい。

用途地域外 (旧市街化調整区域)では，用途地域に隣接

する西側の南横市町と 築原町の人口増加が著 しく スプ

ロール的拡大が見られる。この他の地域は，ほとんどが人

口減少しており 線引き廃止による当初期待していた旧村

の中心部への人口増加は見られない。

②三股町で、は都城市に隣接する用途地域内とその外縁部で
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( 8 ) 
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人口増加が著しい。用途地域外の農村地域では，人口が減

少している。

③山之口町は用途地域内でも人口増加地区と人口減少地区

が見られる。用途地域外の農村地域は全て，人口減少とな

っている。

④高城町では用途地域内は全て減少しており 用途地域外

で人口増加lが見られる。

⑤山田町では役場を中心とした用途地域内とその周辺の用

途地域外でわずかな人口増加が見られるが，谷頭駅がある

中霧島の用途地域内は減少している。

以上のよ うに，人口増加した地区は用途地域外縁部に限

られ，市街化を誘導すべき用途地域内では人口減少の問題

が見られる。また，線引き廃止で期待された用途地域外の

旧村中心集落などの農村部での人口増加は見られない。

(2) 土地利用の状況

都城広域都市計画区域の各市町における用途地域内と用

途地域外の土地利用面積割合を示したものが図-6であ

る。

①用途地域内では，農地は三股町(2l.8%)，山之口n日(21.3

%) 高城町 (17.2%) 山田町(13.3%) 都城市(12.2%)

といったように20%弱が介在している。山林は地形条件か

ら山田町 (6.8%) 山之口町 (4.8%)，高城町 (3.1%)に

含まれている。宅地割合は60%前後であるが， 山田町では

公共公益用地が23.7%，それに道路用地が179%を占め

ているために，宅地は36.5%となっている。

②用途地域外では，農地は山田町 (70.8%) 三股町 (68.1

%) 高城町 (648%)，都城市 (567%)，山之口町 (46.5

%)といった割合である。山林割合は山之口町 (140%) 

都城市 (1l.9%)，三股町 (99%) 高城町 (4.6%)で

山田町は山林を含まないてい区域設定がされている。宅地割

合は15%前後となっている。
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図-6(2)都城広域都市計画区域の各市町別
用途地域外の土地利用面積割合

(3) 農地転用の状況

都城広域都市計画区域内の各市町の用途地域内・外別に，

線引きが廃止された1988年から2000年までの農地転用の件

数と面積の推移をみたものが図一 7である。

1 )都城市

①用途地域内の転用件数は， 1988年から1992年までは300件

前後で， 1993年には516件と多<，その後は減少し， 150件

前後となっている。用途地域外の転用件数は，用途地域内

と同様な傾向を示し， 1988年から1992年までは400件前後

で 1993年には785件と最大になり その後3年間は500件

強で， 1997年以降は減少し，350件前後となっている。

②用途地域内の転用面積は， 1988年から1991年まで増加し

200 OOOrげにもなった。その後は減少して70OOOm'となって

いる。用途地域外の転用面積は， 1990年と1993年に485400 

m'と最も多くなり 1994年以降は減少し，200 OOOm'前後と

なっている。

2 )三股町

①用途地域内の転用件数は，1988年の142件を最大に，その

後は減少傾向にあり ，1991年に一時113件となるが，50件前

後まで減少している。なお， 1997年までは用途地域内の方
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図-7(1)都城市の用途地域内外の農地転用面積件数の推移
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図-7(2)三股町の用途地域内外の農地転用面積件数の推移

が転用件数は多かった。1999年からは用途地域外の方が60

件前後とやや多くなっている。

②用途地域内の転用面積は， 1988年の85739m'を最大に，

その後1994年までは60OOOm'を前後している。1995-1997

年は45，000m'前後で、 1998年からは30OOOm'弱となってい

る。用途地域外は，1989年に一時的に106929m'多く なり

その後1998年までは50000 m' -60 000 m'で，1994， 1995年

に80OOOm'を越えている。1999年には一時的に119，249m'と

高くなっている。

3 )山之口町

①用途地域内の転用件数は， 1990年の27件を最大に減少し，

1997年からは 8件前後程度になっている。用途地域外は，

1988年32件で1989年には14件に減少し，1990年に37件と最

も多く その後減少し15件前後となっている。

②用途地域内の転用面積は， 1990年と1991年に25OOOm'と

多くなるが その後は減少し4，000m'弱と少なくなってい

る。用途地域外は1990年の51，767m'を最大に，1988年，1991，

1992年は32OOOm'前後でその後は減少して2000年には

9 OOOrげとなっている。

4 )高城町

①用途地域内の件数は， 1989年に26件， 1991年に22件と多

く 用途地域外の件数は 1年ずれて1990年に19件， 1992 

年に18件と多い，1993年以降は，それぞれの年次で用途地

域内外で前後するが10件強で推移している。

②用途地域外では，1989年に159600m'， 1990年に111，2000

M と極端な転用が行われている。これを除けば，用途地域

内 外ともに8，000m'前後の転用面積となっている。

5 )山田町

①用途地域内の転用件数は 3件前後とわずかである。転用

がない年もある。用途地域外では，1992年までは 6件前後

で，その後1993年，1994年， 1997年，1999年に12-l3件の

転用が見られるが，全般的に転用件数は少ない。

(10 ) 
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図-7(5)山田町の用途地域内外の農地転用面積 件数の推移

②用途地域内の転用面積はわずかで，用途地域外では3，000

から9OOOm'を前後し， 1997年だけ30OOOm'と多くなってい

る。
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(4) 大規模・中規模開発の状況

都城広域都市計画区域内の大規模 中規模開発の状況を

見たものが表-5である。

1)都城市

都城市における大規模 中規模開発は，線写|き廃止前の

開発件数は毎年3件程度で，その多くは用途地域内に存在

していた。

一方，線引き廃止直後の1988年は大 中規模開発がなか

ったものの， 1989年は用途地域外での中規模開発が一気に

増加(5件)した。また，用途地域内ではあるが9.5haの大規

模開発(大学)も I件あった。その後は，毎年2件以上の

開発があり，そのほとんどが用途地域外に存在している。

しかし，線引き廃止後8年経った1995年以降は，件数がO

f牛-1件に減少し，開発は一応の落ち着きを見せている。

つまり 線引き廃止後は用途地域外で一時増加傾向とな

ったものの，線引き廃止後5年間を経て以降は次第に落ち

着きを見せ始めている。

また， 1993年に16ha{うち農地15ha)という大規模開発が

行われているが，これはイ ンターチェ ンジに隣接する工業

団地で都城市土地開発公社が事業主体となっているもの

である。

開発用途は，都城市土地開発公社(5件)の工業団地等と

学校法人大淀学園を除けば，民間の事務所，庖舗，倉庫，

ゴルフ練習場，工場， 自動車教習所，住宅である。

2 )三股町

都城市に隣接する三股町においては，線引き廃止前は

大 中規模開発は見られなかったが，線引き廃止後に用途

地域外で大 中規模開発が11件行われている。開発用途は

ミニゴルフ場，分譲住宅，公共施設，採石置き場等である。

なお，これらに関わる農地はほとんどが白地農地である。

宅地分譲地について見ると4件あり，用途地域に隣接して

いる。l件は養鶏場跡地の開発である。また，1 7haの開発

は，民間不動産によるアメリカ村という雰囲気の建売分譲

で，塀が設けられていないのびのびとした良好な住宅地と

なっている。

年次別には， 1995年が最後の宅地分譲地となっており

それ以降の開発はなく落ち着きを見せている。近年は，町

立墓地公園と採石置き場が開発されているだけである。

3 )高城町

都城市に隣接する高城町においては，次の3地区の大規

模開発があった。

①山間部のゴルフ場(約70ha)においては，ほとんどが山林

原野であるものの， 山間部の小規模農地が12ha含まれてい

る。位置は1/3が都市計画区域内で， 2/3が都市計画区域外

である。1987年とその後拡張のため1990年の2回に分けて許

( 11) 

表-5 都城広域都市計画区域内の中 大規模開発の状況

許可年 区域区分 用 途 面積(耐)

1985 市街化区域 事務所，倉庫 13，000 

1985 市街化区域 木材乾燥室.ポイ 7一室 10，000 

l日者111986 市街化区域 工業団地 37，000 

市城 1986 市街化区域 倉庫 12.000 

街市 1986 市街化区域 事務所，倉庫 13.000 

周 1990 用途地域 大学 95.000 
{~途 1991 用途地域 底舗.共同住宅 14.000 
区地 1991 用途地域 工場 21. 000 

域域 1993 用途地域 庖舗 18.000 

1996 用途地域 専用住宅 17.000 

1997 用途地域 倉庫 32.000 

1985 市街化調書在区域 原木仕分工場 31，000 

1987 市街化調艶区域 工場 74，000 

1989 用途地域外 ゴル7練習場，1'7プハウス 17，000 

1989 用途地域外 ゴノレ7練習場，クラブハウス 19，000 
旧都 1989 用途地域外 遊戯，スポーツ，レストラン 21，000 
市繊 1989 用途地域外 管理室.低1品倉瓜l，作業場 11. 000 
街市 1989 用途地域外 工場 12，000 

化周 1990 周途地域外 事務所.作業j品 45，000 

関途 1991 用途地域外 事務所，倉庫，耳IJ!Il 99，000 

整地 1991 用途地域外 専用住宅 12，600 

区域 1991 用途地域外 工場 21，000 

域外 1992 用途地域外 ゴノレ7斜{剖場 37，000 

1992 用途地域外 ミニゴルフ場 60，000 

1993 用途地域外 工業団地 160，000 

1994 用途地域外 自動車教習所 49，000 

1994 用途地域外 庖舗 27，800 

1989 用途地域内+外 宮崎産業経営大学 95，227 

1989 用途地域外 宅地分限伎宅 44，634 

1989 用途地域外 ゴノレ7練習場 33，367 

1990 用途地域外 ミニゴJレ7場 58，254 

1992 用途地域外 ミニゴノレ7場 5，719 

般 1993 用途地域外 ll¥売分線住宅40p 17 ，873 

1995 用途地域外 建充分線住宅66戸 15，060 

町 1995 用途地域外 E主充分機住宅58戸 15，558 

1996 用途地域外(許可不要) コミューティ施股造成 74，781 

1999 用途地域外 (許可不要) 町民生活線墓地公閣 211，524 

1999 都市計画区域外 (許可不要) 採石置き場他 103，209 

高
1987 市街化調整区域 ゴルフ場建設 (9ホール) 30，366 

1989 用途地域外 高城工業団地造成 152，307 
城
1990 用途地域外.都市計画区域外 ゴル7場建~ (18ホーJレに拡張) 90，569 

町
1998 都市計画区域外 九州電力変m所建設 20，486 

1981 市街化区域 宅地分娘 4，391 

1985 用途地域外 宅地分限 3，695 

1990 用途地域 建売住宅 2，002 

1990 用途地域外 コンクリート製造工場 11，752 

山 1991 用途地域外 宅地分娘 2，618 

之
1993 用途地域 住宅用地 1，925 

1994 用途地域 宅地分機 10，361 
口
1994 用途地域 建売住宅 1.853 

町 1994 用途地域 宅地分娘 2，234 

1995 用途地域外 宅地分貌 2，778 

1997 用途地域 宅地分機 1. 914 

1997 用途地域 宅地分後 1，276 

1997 用途地域 宅地分機 2，116 

注 山之口町は開発許可が1，OOOm'以上で，小規桜開発も含んでいる

可申請が出されている。

②1989年には，既存の準工業地域に隣接する高城工業団地

が開発された。都市計画区域内の用途地域外に位置し，面

積は全体が約17haで，っち農地は15haとなっている。場所

はイ ノターチェンジから伸びている道路沿線にあり，既存

の準工業地域と河川に挟まれたい水田地域に位置してい

る。

③1998年の開発は，都市計画区域外の山間部に位置してい
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る変電所(九州電力)で面積は約40ha(うち農地2ha)とな

っているがそのうち10haだけを開発し，残りはそのまま

自然を残すことになっている。

このように，高城町においては開発件数が3件と少ないた

め，線引き廃止との関係を分析することは困難で‘ある。

なお， 集団的優良農地が開発されたのは高城工業団地だ

けで，これは町の公社が事業主体となっているため，線引

きが廃止されていな くても開発が可能で、ある。

4 )山之口町

三股町と高城町に接している山之口町は，線引き廃止時

に開発許可基準を市街化調整区域時の1，000m'以上に据え

置いており， 表-5に示すように小規模な開発も開発許可

の対象となっている。

線引き廃止以前には， 1981年に市街化区域内で住宅分譲

が1件発生しただけである。線引き廃止に伴い，用途地域

外では1988年， 1991年， 1995年に宅地分譲が各1件と， 1990 

年にコンクリート製造工場の開発が1件あっただけで，そ

の他の8件は用途地域内での開発である。

これらのことから，宅地化圧力の高い都城市，三股町に

おいては，線引き廃止後，用途地域外でしばらくの聞は大・

中規模開発が確実に増加するものの，その後は減少して落

ち着きを見せている。

また，人口が微減傾向にある高城町，山之口町では，線

引き廃止に伴う極端な用途地域外での継続的な開発は見ら

れず，線引き廃止の有無との関係は薄いようである。

ただし，人口や産業が増加している都市計画区域におい

ては，区域区分廃止に伴い用途地域外で大 中規模開発が

確実に増加することが予想される。

(5) 線引きの時期と線引き廃止に伴う都市的土地利用問題

の詳細地区での検討

1 )都城広域都市圏で線引きが行われた時点において規

制のおよばなかった都市計画区域外の土地利用問題

線引き期間中に都城広域都市計画区域外で都市的土地利

用による問題は，都城市の庄内地区で， シラス山の跡地が

宅地開発された。なお，区域区分廃止後の現在は空き家に

なった所もある。

また， 三股町の都市計画区域外で4カ所の住宅団地開発

が発生した。

なお，この他には，線引き時期に都城広域都市計画区域

外で大きな都市的土地利用の変化は見られなかった。

2 )都城広域都市計画の線引き廃止後に問題となった典

型地域の詳細事例について

線引き廃止後に典型的な土地利用動向が見られる用途地

域 (旧市街化区域)周辺について，土地利用動向を属地的

(12 ) 

に検討して，線引き廃止後の問題点を検討する。

特に下記の 3つの視点から典型的な地区を調査し考察す

る。

①用途地域外縁部のスプロール地区一都城市南横市地区の

事例 (農林省モテ、、ル地区調査)

ア地域の概要

横市地区は，都城市の用途地域(旧市街化区域)を一部含

む地区で，中心市街地の北東部に位置し，飛行場跡地の開

拓地による平坦な畑作台地である。飛行場跡地であったこ

とから，土壌はやせており，優良農地ではなかった。以前

は，畑作農業を中心とした農村集落であった。なお，本地

区の農地は白地農地である。

当地区の農地を白地とした理由は，都城市農業振興地域

整備計画(1972年11月)の土地利用の方向で 「将来の都市

化，工業化による他用途地域については，本地域の社会的，

経済的条件を考慮、し，……検市地区の都原町，南横市町，

蓑原町の……集落周辺の農用地を重点的に振り向ける。Jと

して，また，現況農用地についての農用地設定方針で 「市

街化区域の整備に伴って拡張の対象となる都原町周辺の農

用地約61ha，蓑原町周辺及び葉原町から加治屋部落に至る

県道都城霧島公園線両側の農用地約35ha......を除く 。」と

なっており， 1972年のj長銀計画当初から白地となっていた。

横市地区は市街化区域の周辺部で，かっ地区南東部に市

街化区域が張り出してきている。この市街化区域(用途地

域)は，陸上自衛隊演習地に隣接する住宅地で， 1981年の都

市計画区域の見直しで市街化区域へ編入された。この地区

は，都原土地区画整理事業が既に行われている。なお，市

街化区域内に一部含まれた地区は1979年頃まで畑であ っ

た。

イ 農地転用(開発)状況

南横市町の線引きされた翌年の1971年から2001年までの

図-8 南横市町の土地利用規制状況
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図-9 都城市南横市町の農地転用状況の推移
(1971年-2001年) 資料都城市資料よ り作成

農地転用状況を示したものが，図-9である。

これによると1970年の線引き翌年から1980年にかけて

は，平均25件， 1.5haの転用が発生していた。その後1987年

までは時点から転用は沈静化 していたが，線引き廃止の

1988年から1994年までは，年間で平均64件(最大件数77件，

面積が3.3ha(最大面積4.4ha)と線引き廃止の影響による

農地転用の増加が見られた。その後，2001年までの聞はや

や落ち着きが見られ，年間平均23件，面積が1.3haになって

いる。

農地転用は，白地農地なために，一団の転用ではなく

パラ建ちしたスプロール状態に宅地化され，農地が介在し

た状況になっている。

なお，飛行場跡地の開拓地なため，狭いながらも道路が

図-10 南検市町の農地転用動向(農林省調査より)

(13 ) 

ある程度整然と配置されているので，道路沿い部分から転

用が進んでいる

ただし，道路沿いから奥まった部分までの区画では，数

区画に細分化し接道条件を満たすための袋小路状の道路を

設けたミニ宅地化した開発も見られる。

しかし，地区内道路は畑としての農道整備であったので

住宅としての道路整備としては不十分で‘ある。

なお，このようにスプロール化が進んでいるものの，農

作業面には特に支障は起きていないとのことであった。こ

れは，兼業農家が大半を占めているため，大型機械等によ

る農作業が行われていないこと，畑地としての道路整備が

行われているこ と等が考えられる。

土地を切りー売りしたことによって，養豚，和牛農家が

ほとんどいなくなった。(現在養豚農家l戸のみ)

3年以上農地を放置していると雑種地扱いとなり (都城

市固定資産評価内規)，固定資産税が高くなるため(1反当

たり約l千円が約20万円になる)，無料又は金を払ってでも

農地を耕作してもらっている所有者が多い。

ウ 南横市町の問題と課題

本地区は，1972年当初から都市的土地利用地域として計

画されており，農振農用地区域から除外されていた地域(白

地)であり，用途地域に隣接していることと平坦な畑作台地

で，都市的土地利用には絶好の土地条件であったことも転

用に拍車をかけ，土地利用面から見ると，乱雑なスプロー

ル的土地利用になっており，都市側としても農業側にと っ

ても好ましくない状況となっている。

もし，本地区が農振農用地区域であったならば，これ程

の転用は進まなかったと考えられる。従って，農用地が集

団的に存在する地域については，農用地区域に含めるべき

である。逆に，都市的土地利用と位置づけるならば，用途

地域に含め区画整理事業を実施するか地区計画を定め初期

段階から計画的土地利用を図るべきである。

また，当地区は，住居系の用途地域に隣接する地域(用途

地域外縁部)で，主に住居地として利用されている。現在建

ぺい率70%，容積率400%となっているが，今後は隣接する

地域並に建ぺい率60%，容積率200%以下の規制としたダウ

ノゾーニングを都城市の都市マスタープラン(1999年)で

は考えている。

②用途地域外縁部のスプロール地区一三股町の事例

三股町は，都城市が線引き廃止することになり，広域都

市計画区域だったので廃止することになった。ただし，町

では個別の都市計画として考えている。

線引き廃止に伴い，五本松地区と植木地区の用途地域の

縁辺部にI盤振白地農地があり ここが宅地化可能な都市的

土地利用の受け皿となった。現時点での宅地化は70%程度



明治大学理工学部研究報告 No.32 (2005) 

図-11 五本松地区の用途地域外の土地利用状況

図-12 植木地区の用途地域外の土地利用状況

で残りの白地農地30%を宅地化するには，宅地化が鈍っ

ていてl時聞がかかるため，無秩序な土地利用にはならずに，

宅地化誘導の受け皿になっている。

五本松地区は，図-11に示すように役場近くに位置し，

地区内に文化会館を建設し，今後は温則血設，広場の計画

もあり 町の中核施設の誘導用地となっている。また，民

聞の住宅開発による輸入住宅を用いた40戸のアメリカ村が

造られており l区画当たりも大きし個別で塀を設けな

いデザイ /になっており良好な住宅地が造られている。

植木地区は，図-12に示すように用途地域内と用途地域

外にまたがっており 人口が2000人から4，000人と倍に増

加している。なお，養鶏場跡地を民間開発による宅地化し

た部分も含んでいる。

両地区共に用途地域に編入する必要があるが，用途地域

内と外では価格が違ってくるので，用途地域編入は難しい

状況にある。

この他に，図-13に示すような都城市の用途地域と連担

して町としては飛ぴ地の用途地域が指定されている三原地

区において，運動公園が近くにある畑地部分の道路沿いに

(14 ) 

図-13 三原地区の用途地域外の土地利用状況

宅地が増加して，やや無秩序な地域となっている。人口が

1，300人程度増加している。

なお，用途地域と宅地化が起こっている聞に水田がある

が道路より低くなっているので宅地化しにくいが，農振

白地農地になっているので今後は，何らかの整備を考え

る必要で・あるが，当面，整備は考えられないので何とか保

全する事が必要で、ある。

2 )都城広域都市圏に接し，未線引き都市計画区域の問

題

者防賭日市計画区域が線引きされていた時に，都城都市圏

でありながら未線引き都市計画区域の鹿児島県財部町 (用

途地域無し)と末吉町 (用途地域有り)では，どのような

都市的土地利用が発生していたのか，また，線引き廃止後

はどのような動向になったのかを現地調査より検討を行っ

た。

①末吉町(一部都市計画区域指定，未線ヲ|き用途地域指定)

末吉町では，都城広域都市計画の線引き時期に大きな土

地利用問題は起こらなかった。

1988年の線引きの廃止に伴っても余り影響がなかった。

ただし， 1993 1994年頃から用途地域の縁辺部に位置す

る緩毛原(ユスケノ勺レ)地区では，農用地区域に入っていな

い山林部分を主とした民間不動産業者による住宅団地開発

が行われるようになってきた。線引き廃止後は，都城市や

三股町の用途地域縁辺部で民間不動産業者による開発が行

われたが，一定程度の開発が済んで地価が安<，山林を

中心として転用がし易〈開発許可も3OOOm'以上の当該地

域が開発対象となったものと考えられる。(図-14(1)，(2)参

照)

緩毛原地区の1985年の人口は300人， 97世帯が，2001年に

は624人，218世帯と倍に増加している。このため，自治会

も分かれた。開発に伴い，町では，水道や取り付け道路の

整備を余儀なくされている。
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ト5¥、、、一
図-14(1)末吉町の緩毛!京地区の土地利用規制状況

図-14(2)末吉町の緩毛原地区のスフ.ロール問題

都市計画区域内の用途地域外での虫食い的な宅地化が起

こっており 用途地域内の整備水準と異なるものができて

いる。このため，用途区域外での地区計画の必要性や条例

などの土地利用コ/トロールが課題である。

②財部町(一部都市計画区域を指定，用途地域指定なし)

線引きl時期の財部町では，線引きが廃止されるまでの

1988年までは，優良農地を残すということで，農地の宅地

化を厳しく規制していた時期があった。特に地域の中から

の移動に対しても公営住宅をつくって対応し，農地転用を

認めていなかったため，あまり影響はなかった。このため，

財部町に近い都城市に宅地を求めて転出した人が多かつ

た。

線引き廃止後も 小学校が新設され医療関係も充実し生

活条件の良い町に連担する都城市の錠原町などに財部町か

ら多〈出た。

なお，町でも人口増加対策の一貫で 町の開発公社で26

区画を造成し，2000， 2001年に宅地分識を行い，都城市か

(15 ) 

図ー15(1)財部町の笈原地区の農業生産基盤整備

..iZ.. 
.... 住宅..，....41.

1"-四時ZEiii

l'…・ iii押
I 1. tt..傷 御 園 山幽包圃 刊』 ・咽制伺押定

- /号、、
図-15(2)財部町の錠原地区の住宅予定地

ら転入してくるようになった。

また，現在，図-15(1)，(2)に示すように県境で都城市に

隣接する裳原地区 (88.7 ha)で，従前10aの水団地帯の大

規模な県営ほ場整備事業 (77.2ha)により，道路や圭畔の

部分にゆとりがあった，減歩による非農用地を29ha創設

し，都城市に接する地区に l団地でまとめ，農村振興総合

整備事業の田園居住空間整備により住宅予定地49区画(1

戸当たり330-460m') を整備し，2003年度から分譲開始し

ている。

3 )区域区分廃止後の都市計画区域外の問題と過疎化対

策一山田町の事例

①区域区分廃止後の都市計画区域外の問題

山回町は， 都市計画区域を JR吉都線谷頭駅から役場周

辺に掛けて設定し，線引き当初には，役場周辺と谷頭駅周

辺の 2カ所に市街化区域を指定した。

この時点で，図-16に示すように中霧島小学校を含めた
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図-16 山田11汀の谷頭地区周辺の土地利用問題地区

範囲を都市圧が低かったこともあり，都市計画区域に入れ

ずに除外した。

しかし， 1988年の線引き廃止に伴い，この都市計画区域

外に都市圧が高まり，用途地域外と都市計画外を含む谷頭

五地区では，2000年に286世帯であったものが 2002年には，

365世帯に増加している。なお，用途地域内は横ばいで用

途外は微増である。

当該都市計画区域外では，届け出だけで建築され，大都

市の民間不動産屋による地域の風土とは合わない 2階建て

の住宅が造られる問題やスプロール的な開発が出てきた。

このため， 山田町では1995年3月の都市計画マスタープ

ランで谷頭地区の西に約100haの新規用途地域を「生活

レクリエーション拠点Jとして計画的に整備を進め新たな

山旺11町とし，新しい人口の受け皿とする計画を打ち出して

いる。

いずれにしても 都市圧を受ける都市計画区域外が存在

することが問題で都市計画区域内及び別途地域内への編

入が必要で、ある。

②過疎化対策としての若者定住団地づ くり

山田町では人口減少が続いており，地域が過疎化してい

るため，町で人口増加対策として若者定住宅地分譲条例(参

考資料2参照)を積極的に設けている。

この条例では，宅地分識のみで， 山田町に永住を希望す

る者で 18歳以上45歳以下で 家族構成が2人以上の家族

であることと 3年以内に住宅建築を完了することが義務付

けられている。

1区画の宅地面積は最低100坪以上としている。

土地は，開発公社が購入して造成し，町が造成でかかっ

た費用等を含めて開発公社から買い取り，平均坪1万円で

分譲している。

なお，赤字分は，町の共有林を民聞のコ守ルフ場に売った

(16 ) 

表-6 若者定住団地の概要

凶地名 瀬 2' 長谷 浜之段 脇之l馬場 谷政五

募集時期 平成611' 平成711' 平成7年 平成10年 平成14年

区画数 15 5 3 13 12 

国 4立 81量1'-130珂t 85l'1'-127l'1ι 115l'V.-120茸|ι94l'1'-121JlIと 100坪-131坪

珂ι111flHi 7，500p:I- 10，200JTI- 10，00WI- 8，500JII- 40，000JI]-
12，000JII 11，0001''1 10.50WJ 12，0001''1 60 ， OOOl"J 

iilli 
606千JII- 947千I"J- 1，150千円~ 802千円~ 4，403千I"J-

格 1，398千円 1，304千円 1，250千I"J 1，382千I"J 6，939千円

交通機関
]R万ケ塚駅 バス停(役場 バス停(浜/バス停(1協之 パスW(中符l
まで徒歩5分 前)徒歩10分 段)徒歩3分 馬場)徒歩8分 品)徒歩l分

HJ途地域 無指定 無指定 無指定
第1鰍低層住 都市骨1個区域
居専m地域 外

校 区木之内小学校 11i 111小~f:校 山旺l小学校 ILi悶小学校 '. I"~華山小学校

制u 考 IW:li'住宅8区
日fr営住宅7区 l町営住宅2区 *ill築条例な

回併殺 回併F占 画併殺 し

資料 役場資料より作成

図-17 若者定住団地等の分布

資金で午前唄している。

表-6は，若者定住団地の概要を示したもので，図 17 

は，若者定住団地等の分布を示したものである。

(6) 区域区分を廃止した後の問題・課題

現地調査より 各市町村における線引き廃止前と線引き

廃止後における用途地域 (旧市街化区域)，用途地域外 (旧

市街化調整区域内)及び都市計画区域外の区域別の問題

課題をまとめたものが表一7 表-8，表-9で 以下に
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表-7 区域区分廃止前の市町村別区域区分別の問題

市街化区域 iIi街化制強区域内問題 都市計[向区減外的問題

①1日市街地を中aし、に設定 滋Iml1町村町中，し、はrlj街化制務 ンラス山内跡地が宅地
さitた. 18:域になった. 開発された.現.:lW 'l!き
②大淀川北側にb市街化 ①一般i上宅が砲てられない. 家になったiH ある.

都城市 区域が股定された. ②腿家次三:')3対策bできないた
的集落機能町低下
③作併11-1村からはノリ ットがな
いとの要求がH¥された.

①都城市町ïlï街化I~域と LI地農地はあったが淵務区娘 4カ所に民1111の宅地造
述犯して設定された. で純制されていて宅地化できな 成が行われた.

三股町
②また.一部#池地区が かった.
朝i域市都北町と迎担して
市街化18:域とな ってい
る.

役場と駅を'1'心Iこ;且路 ①l百1mしていない次ニ!H1J叫iitっ 1111111部を除いた既存JI!
沿いに細長011街化l究成 てきても家が主IIてられなかっ 部が都di!tl'i薗l正域に含ま

山之口 が設定された. た. i~ . 18:域外での1問題はな
目I ②③J尚:者が残って〈れない. ヵ、った.

船iじに1'1旬、，地域活動部
力が低下していた.

①役場と中心両J，!河野をql①線引きがいつ廃止されたかE 大きな変化はl.'.られな
心に設定された. 殺していなかった.農業振興の かった。

向城町I②111之LI町と述担して紋 1，が~jiにある.
定された部分がある. ②Jl!i喜内何百iilli公将1¥11姐は線引

きに|捌わらずある.

役場問辺と古都線的谷 添市街化i調書在灰域内で.一般住 谷町i駅近〈て小学校b

111111闘T町1駅 (タニガシラ)周辺 宅等が盈lてられないIIlJ姐てヘ住 あったが，当時は都市児
の2:1;所が指定された. 民から主sてたい弘!fo.が1:1.¥されて がな〈 都市例l同区域か

いた. ら9トした.

事:別途地戚なしの都市骨1-"血fil8:峡指定であったが.あまり影響はなかった.
①郡城市とは，農地て・3院がっている.町と Lて優良農地を践す安勢が堅〈 燥地の宅

U{剖i闘I地化を厳しく胤制した.
②公'トi住宅を挫設し対応いていたo (4附ruてをつく ったが.当初人気があった，乳([
はない 平民主sてを肝む地域性がある)0

末i1i町 ※JUj金地峡を指定
線引き i時 I.'，~から廃止までには大きな問題はなかっ た.

その要約をまとめる。

1 )用途地域縁辺部のスプロール問題

区域区分廃止に伴い，特に都城市と三股町では中心都市

部 (旧市街化区域 用途地域)周辺の縁辺部(lEI市街化調

整区域 用途地域指定外)では，農振白地農地を対象とし

た無秩序な都市的土地利用の発生によるスプロール問題が

顕著で、ある。

特に，用途地域の縁辺部の農振白地農地が多〈存在する

と無秩序な土地利用の問題が起こる可能性がある。

このことは，イ /フラの整備不足による居住環境の悪化

や人口増加に伴う小 中学校などの公共施設の新たな投資

を引き起こしている。

農業集落側からは，混在化による畜産公害問題を起こし

ている。今後は，周一辺の優良農地や農業施設等への影響も

出てくる。

ただし，都城市と連担する三股町では，用途地域内でも

土地区画整理事業による良好な居住環境整備や学校施設の

整備が行われている地域では，人口増加が見られる。

2 )人口増加か望まれない中心部周辺と中心集落の問題

区域区分廃止による人口増を期待していた山之口町の中

このスプロール問題は，都城市の中心部 (旧市街化区域)

では地価が高いため，規制緩和された周辺の地価が安い用

途地域縁辺部 (旧市街化調整区域)に中心部から移転して，

住宅規模の拡大または借家から持家にする等の宅地化が起

こっており 中心市街地の人口減少による衰退問題を助長

している。

(17) 

表-8 区域区分廃止後の市町村別区域区分別の問題

)lJj主地域内 )lJ途地峡外 都市例[白区斌外

川i主地域内は，人口が ①首'ii>li公害のJUJ姐が，新規参入 その後は.IUJ姐は出て
減少しているo(居ti'lIJi般 町一般住宅者から:1¥るようにな いない。
や環境等町田から，問辺 った.
への移転が起きている) ②繍1THH途地地域周辺町都1~{. 鋭 Jl，{.

地域に白地農地が多くあ

朝日峨市
'J，無枚停な宅地化が刷JJIILて
おり.'1、 中学校を新設した.
③ニの地域に関連して.周辺町
白地農地部分で開発が行われて
いる.
⑥旧町村町中心集落はtiij性化し
なかった.

淡H1j主地域内でむ受け肌 ①役場周辺と摘木地区内白地牒 その後は.1111題が発生
づ〈りが行われた. 地が宅地iじの受けITIlとなってい していない.
①区l由fi!lf草R'M駐を行いー ふ (70%宅地化)
宅地獄噂を行っている. ②書役館場開辺には.文化会館や図

②小学燥校地転むI校主s政Lた. などが盤備され.民HlH泊発
川が1iJ1W (1迎 によるアメリカ村などの良野な

1111)から併可 (2ヵ月) tl，宅地ができている.
三股町 に変わq時1111がかかるよ ③柏木地区は.工場等む浪花し

うになった. て良好な住宅地とはなっていな
、、.

@三服地区で¥やや無秩序な宅
地I~I発が行わit. -1]の水fIIが
白地農地となっている.
⑤既存集落町宅地化は起こって
いない.

①駅周辺(7-8万/坪) (j)-ー般住宅が桂てられるように
などでも，道路が狭〈宅 なった.
地ft条件が蜂っていな ②白地燥地に小脱税な民IHIのー

山之口 、、. 般住宅l現地 (27i/坪)がつ〈ら
田町 ②耕地整備(昭和30年頃) れ.若者が入居Lている.

されたところで，宅地化 ③ただし，凪}fな1Il1胡住宅とは
(4-57i/部)が起こっ 冒えない.
ている@町'i;W'.宅とある.

①中心商業地域は道路拡 ①M平)成厄年に.工場I"HI也造成(15
張披仰に伴い人口が半減 を行った.
している. ②良家的不動産経'目的貸家がつ

前峻町 ②l問農)地転!Hが府出 (1;且 くられた.
から許可 (2ヵJ'J) ③m途周辺白地燥地内2カ所で

に変わり時JIIJがかかるよ 宅地化が起こっている.
うになった. ;U!flj量地娘内的地価が向いのてe

lrJ辺にMllる.

①役場周辺は，人LIがlI"l①Ii!止時には.JIl務近傍の白地 ①小学校bあり，宅地化
加Iしている. 農地で， 5条転用が起こったが， が見られる.
②谷iil'i駅 (;タニ庁シラ) JJUEは務ち昔すいている. ②地元以外町民1開業者に
問辺は人口が減少してい ②地元以外の民JIIJ業者によるIII よる主sて'1eり分鴻b見ら
る. て宛')分限b見られるが.2階 れるが.2階主sてで地域

ruてで地域にそ寸わないo(平民 にそぐわないo(平底が
111nlllff が主) 主)

③町の宅地分後 (4-5 
万阿/坪)L行われてい
る.
@挫築等の脱嗣lがない.
*都市前面l区域への編入
が必要

①町に;A犯する都岐市町袋原地区(10万/坪)で一般住宅が 過疎過驚が町内にもあ
員Jlてられるようになり また.小学校内新政や医療施政b 。)， I¥.I村制学を行ってい
充災しているのて二財部町より条件の良い都械市へ家を砧 るI血区がある.

IJ.!部田Jてる人が多い. (むし，合併で宮崎県側
②ただし.町内向凹平では.宅地化(3-4万/坪)が進ん になると僻地ではなくな
③teo
近
府中心部で7-8万/多1'0 る)
年は不動産屈による賃貸住宅がJ曽えているo(持家町

需裂は一服収束L.貸家に移行している)

①県境内;iE松地区で.国 -綬毛即((ユスクパJレ)地区で， ①問辺から中心へ. 中心
道沿いが宅地化されてい 主に山林開発による民IHIの小島tから郎域へと人口移動が
る. 棋な宅地分E世間j也が平成6年頃 起こっており，町内で過

米庁田I②水肌l7ha.畑68haが介 (L5万/坪ー現在は4万)から 持~過衝が起こ っ ている.
:{Eしている. 発生し，人口がll'IJRIしている. ②光神地区では.小学校

③万/i卸H途で町先口中では 4-7 維持のために.町による
宅地分自費 (7.000阿/坪)
が行われている.

心部周辺 (市街化調整区域)や都城市の旧町村の中心集

落(市街化調整区域)では，区域区分廃止による人口増加

は必ずしも望めない問題が起こ っている。

一般的に都市中心部への生活依存が大きく 周辺の町村

から交通の利便性， 学校や医療などの生活環境施設等の都

市的な条件が整っている都市中心部周辺に転入して宅地化

する場合も多<，周辺町村の過疎化を引き起こしている。

このため，都城市の線引き廃止の大きな要因であった旧

村中心集落 (1日市街化調整区域)において，線引き廃止に

よる宅地開発の規制緩和に伴う人口増が期待されたが， 実

際は人口増加につながらないで 地域活動も衰退し地域活
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性イじになっていない。

特に，各町村内でも中心部 (都市計画区域内)と周辺部

(都市計画区域外)では，過疎過密が顕在化している。

ただし，行政的な誘導施策がなされている山田町や財部

町ではやや効果が現れている。

3 )非線引き用途白地地域における開発問題

周辺町村の用途地域周辺や国道等の利便性の良い非線引

き白地地域 (用途地域指定外)では，民間開発による住宅

や小規模住宅団地が開発されており ，良好な居住環境整備

がなされていない問題がある。

区域区分廃止や用途地域のみの非線ヲ|き都市計画区域で

は，開発許可の3，000m'未満による小規模団地が分散して開

発されている。特に，規制の及ばない山林の開発が起こ っ

ている。

これらの開発に伴い，道路や水道などの都市基盤整備の

公共投資が余儀なくされている。

4 )都市計画区域外に都市圧が進行している問題

都市計画区域外に都市圧が進行している問題がある。

線引き当初に，山田町の谷頭駅周辺の交通条件が良〈小

学校施設などの公共施設も整った部分が，都市計画区域外

に指定された地域がある。

区域区分廃止や町の若者定住住宅の施策等で都市的土

地利用が発生し人口が増加している。ただし，駅を含む用

表-9 市町村別の行政制IJ施策と課題，及び開発許可の状況

市町村の行制制IJJi血策と諜題 開イ発率許答可/級主車主ベ

者目減市 @②醐α…副市た色滞問簡中町町きのた題心帥、ま己、対め司広}地肺区応に娘h幼がは。でl位向内ZL…問ELのま一ず昭アら蹴和パな酷も緯4かし引宅2年勺もトしき地噌時…線愚たてbの氏.引鮒てtSがき時量ら級附を二れ計雌え何拙る画山止らよ況施持てし都33とな家S凶な車市かをっ的市打今{叫てよ金たたい地闘lなら附がる利かで， 71で※0.0現%検00.夜討m帯4中-0以11071上% 7 7 ス

三股町I@is出い三受i乱な協け目叫犠重IIIL;/J量主路e官あ君で諸ーヲ品はた問認閉君端主Eす5でのF盟器ぷ酬主こ開れみAをと公鴇いるt周.うzに企z酬ヲが抑7箭しfu止てzm吋よtじtb て- 30.000附0以0上% 
70%. 4 

①②*J人国VJ口I沿1')を期待したが来除.外はニ}股町が.ま宅で地で化止さまれっててしいる. 10%00m'以上% 山之口町 追f寺いを白う地に した 、ない. 70%. 400 したよ な効 現れていない.

1.5城田I ~農線た業引 サ制イE止業問で委も変只会開化のは事山見務られななカいった地域で仏
だし.雌ド 訟がirI:えた.

3，O%OOm'以上%
70%. 400 

山田町 ①坪…一著規を書l一な配ー住望置宅書団ーて地人職い〈口る企と.問な営っ住場て宅い…+る宅環地分限器-最晶低10:0 10%001W以上% 
70%. 400 

財部町 合寺替1議7官結接端締臨燃結し対Eは書湘て官灘盟鏡間期盟暗iFtSzl殺p::zd号tE法1詰考 3.0%00回0以0上% 70%， 4 

鶴のて対い宮霊策る盟地かが制州酬掛な策いわ.でにはれlつ議ぽいヒてら醐糊はれて仰棚い酬な阿い.やがナ佐特 腕叫 3.0%00加0以0上% 末吉間I 宅，開られ発山て林がい行のる防われ
に 発 70%. 4 

(18 ) 

途地域内では人口減少が起こ っている問題もある。

都市計画区域外で建築条件がなく，地元以外の民開業者

による地域性に欠ける住宅建設が行われている。

5 )農地転用についての問題

①線引きをしているときは，市街化調整区域であるという

ことで開発規制がされていたが，線引き廃止後は炭振法が

開発規制の矢面に立たされている。

②区域区分廃止に伴い，旧市街化区域の用途地域内農地の

転用については，従前の市街化区域l時には，届出による 1

週間で済んだものが，区域区分の廃止で非線引き都市計画

区域の用途地域内では許可が必要となり 手続きに 2ヶ月

もかかるという問題が起こっている。

5 区域区分の廃止に対する対処方針

一般に，区域区分の廃止を行うときには，都城広域都市

計画区峨の区域区分廃止に伴う以下のような事前対応が発

生することが予想されるので， 基本方針や判断基準を設け

る必要がある。また，計画づくりが行われた地区から段階

的に開発を認定するなど 計画なくして開発なしの基本姿

勢が必要で‘ある。

(1) 無秩序な土地利用にならないための対応

区域区分(線引き)廃止に伴い，中心都市(I日市街化区

域)周辺でスプロール現象が発生するので無秩序な土地

利用にならないための事前対応が必要である。

1)区域区分 (線引き)廃止時に市街化区域周辺 (市街

化調整区域)の農振白地農地の量が問題で農振計画の見

直しが必要で・ある。

①市街化区域周辺に良振白地農地が多すぎると無秩序な

宅地化につながっている。

市街化区域に連担する形で農振白地農地が多い場合に

は，計画的に都市的土地利用計画の誘導を図る地区を設定

すべきで，その他の農振白地農地は農用地に編入するかthIJ

定農地に位置付ける必要がある。

②ただし，市街化区域に隣接して成振白地農地が一定(お

おむね10年)程度の規模であれば，宅地化誘導につながる。

また，公共施設などの整備用地の確保などにもつながる。

2 )良好な住宅環境についての計画的な対策が必要で‘あ

る。

①本来は，線引き廃止i侍に，用途地域内に編入すべきで

あるが地価等の上昇が考えられ，宅地化誘導が難しくな

る。

②用途地域への編入が難しい場合には，現況の建ぺい率

70%容積率400%だけでは，良好な居住環境ができないの
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で一定の用途規制をともなった特定用途制限地域か地区

計画等の対応が事前に必要で、ある。

また，開発許可制度の運用等，適切な対応を図る必要が

ある。

3 )既存集落がj昆{主化集落になる場合には，畑からの飛

砂の問題や防除のための農薬問題，農業生産施設等からの

臭気等の問題に対して考慮してお く必要がある。

(2) 周辺町村中心部周辺や旧町村の中心集落への対応

広域都市計画区域の周辺町村中心部周辺 (市街化調整区

域)や広域合併などによる旧町村の中心集落(市街化調整

区域)がある場-合には，行政的な誘導施策がないと 線引

き廃止に伴う人口増加の効果が現れない状況が予想される

ので事前対応、が必要で、ある。

1 )広域都市計画区域の周辺町村において 地形条件や

人口規模等でコンパク トな都市計画区域を指定している場

合で，区域区分廃止前に市街化区域周辺に既存集落がある

場合には，区域区分廃止に伴う用途地域指定をなるべくコ

ンパク 卜に設定し，小学校単位に既存集落周辺に宅地供給

の受けJmを計画的に配置するような町づく りも必要で、あ

る。

また，広域合併などによる旧町村の中心集落(市街化調

整区域)がある場合には，市町村マスタープラン策定にお

いて地区単位の計画づくりを明確し，拠点的な中心集落へ

の新規宅地を計画的に誘導するなどの方策が必要で、ある。

2 )このためには，農地整備と都市圧を考慮し，既存の

事業制度等を活用して 基盤整備に併せた非農用地創設に

よる計画的な宅地誘導の受け皿lづくりも検討する必要があ

る。

基盤整備が既に終わっている地区については，一団の白

地農地がある場合には，良好な住宅H到摘が行われるような

事業制度の創設も検討する必要がある。特に， 集落排水事

業が草創}街済み， または計画中の場合には，優先的な誘導が

望まれる。

3 )民開業者と競合しない範囲で 自治体による優良な

宅地分譲等を行っていく必要もある。

(3) 非線引き用途白地地域における開発への対応

区域区分廃ーi上に伴い，周辺町村の用途地域周辺や国道等

の利便性の良い非線引き用途白地地域 (用途地域外)では，

民間開発による地域性に欠ける住宅や小規模住宅団地が開

発されることが予想されるので事前対応、が必要で、ある。

1 )宅地開発等については，市町村の土地利用調整に関

するまちづくり条例(神戸市の人と自然との共生ゾーンの

指定等に関する条例，穂高町まちづくり条例などの土地利

(19 ) 

用計画)や市町村マスタープランなどで，居住区域を明確

にした土地利用計画づくりを行い，許可範囲を明確にする

などの対応が必要で、ある。

2 )非線引き白地地域 (用途地域外)の建築規制につい

ては，現行の建ぺい率70%・容積率400%を土地利用実態に

対応して建ぺい率30，40， 50% 容積率50，80%などに選

択する必要がある。

3 )開発許可については， 3，000m'以上でいはなく，無秩序

な小規模団地を避けるためにも1OOOm'以上とする開発許

可制度の運用なども必要である。

4 )特に，里山や平地林の民有林に対する規制が弱いの

で，新たに風致地区や緑地保全地区等の指定などの対策が

必要である。

5 )ただし，規制だけではなく，民間活力を活かすこと

も必要で‘あり，優良な宅地開発については，計画的な誘導

を図る必要がある。

(4) 都市計画区域外への対応

都市計画区域外に都市圧が及ぽすと考えられる場合に

は，区域区分(線引き)廃止時に，都市計画区域内へ編入

か準都市計画区域を設定する必要がある。

1)線引き廃止時に，都市圧の影響が及ぶと予想、される

連担地域は，都市計画区域内へ編入が必要で、ある。

なお，飛び地の場合には， 準都市計画区域を設定する必

要がある。

2 )また，広域都市計画区域において区域区分を廃止し

た場合に，広域都市計画区域に隣接する周辺の未(非)線

引き(用途指定有 無)町村では，区域区分廃止の影響を

受けると考えられる周辺市町村の合意形成が必要である。

(5) 用途地域内の農地転用への対応

非線引きに伴う用途地域内(旧市街化区域)での農地転

用については，区域区分廃止前の届出から許可に変更にな

り 1週間で済んだものが2ヶ月と長期化している。用途

地域内での農地転用を促進するためにも，届出で済むよう

な対応が必要で、ある。

ただし，従前の非線ヲ|き都市計画区域の用途地域内の農

地転用は，許可が必要であるため，今後法制度の調整が必

要である。

6 おわり に

本報告では，法改正以前の1988年に我が国で初めて線引

き廃止をした宮崎県都城広域都市計画を事例に，線引き時

点と廃止後の問題 謀題を現地調査や既存資料から検討を
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行った。そして(1)用途地域縁辺部のスプロール問題，(2) 

入口増加が望めない中心部周辺や中心集落の問題，(3) 非

線引き用途白地地域における開発問題，(4) 都市計画区域

外に都市圧が進行している問題，(5) 農地転用の問題等，

線引き廃止に対する農村側からの問題と諜題を明らかに

し，その方策を検討したものである。基本的には，線引き

を廃止した場合には，計画づくりが行われた地区から段階

的に開発を認定する等，計画なくして開発なしという基本

姿勢が必要である。

2001年 5月18日に改正都市計画法が施行され，区域区分

に関する都市計画に加え，都市計画区域の整備，開発及び

保全の方針が新たに位置付ーけられた。2004年 5月までに全

国約1，300の都市計画区域について，都市計画区域マスター

プラン (r区域区分の決定の有無及ひ許当該区域区分を定める

ときの方針J)の策定が行われ，区域区分の見直しも行われ

た。この結果，線引き制度を廃止したのは，香川県の香川

中央都市計画区域全域，熊本県荒尾市都市計画区域の全域，

愛媛県東予広域都市計画区域の全域，和歌山県和歌山海南

都市計画区域の海南市のみ廃止が行われた。逆に，山形県

鶴岡市では区域区分が新たに設定された。

今後は，2001年以降に線引き制度が廃止された事例を調

査することにより 本報告で得た知見を検証する必要があ

り，現在高松市で調査を行っている。
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市農村の土地利用計画に関する研究 その 1一，日
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9 )川嶋雅章 地区計画による市街化区域編入の計画課
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の3一， 日本建築学会大会学術講演梗概集(2004-8)
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注 1)都市計画区域外の区域で，そのまま土地利用を整序

することなく放置すれば，将来における都市としての整備，

開発及び保全に支障が生じるおそれがあると認められる区

域について市町村が指定することができる。用途地域や特

定用途制限地域等の土地利用規制について都市計画に定め

ることカずで、きる。

参考資料

資料1 r市街化区域及び市街化調整区域に関する都市計
画の運用改善についてJ(昭和62年 1月18日建設省都計発第

l号建設省局長通達)<平成12年12月28日建設省都計発第92

号建設省都市局長通達にて廃止〉

(1) 区域区分制度は，都市計画法附則第 3項により，当分

の問，無秩序な市街化を防止することが特に必要な都市計

画区域に限って適用することとされているが，今日，既に

区域区分制度が適用されている都市の一部について，人口

変化の現状及び将来の見通し，市街地形成の状況等に照ら

して 区域区分制度を適用することが必ずしも実態にそぐ

わない面が生じてきている。

ついては，今般，次のいずれかに該当する都市計画区域

又は市町村において，都道府県知事及び市町村が一致して

発意したときは，区域区分の全面的な変更ができることと

する。

① 次に掲げる用件のすべてに該当する都市計画区域(中

略) ア過去10年間において，当該都市計画区域(中略)の

人口が減少していること。イ 当該都市計画区域内におい

て，地域の社会経済に大きな影響を与える産業振興等に

係る計画の策定又は大規模プロジェクト等の実施が行われ

ておらず 又は行われる予定がないこと。ウ (前田各)地方

において中核的な役割を果たしている都市を含まないこ

と。

② 2つ以上の市町村を含む都市計画区域内にあって，次



都市と農村の土地利用計画に関する研究

に掲げる要件のすべてに該当する市町'村， ア 過去10年間

において 当該市町村の人口が減少していること。イ 地

域の社会 経済に大きな影響を与える産業振興等に係る計

画の策定又は大規模プロジェク卜等の実施が行われておら

ず 又は行われる予定がないこと。ウ (前略)地方におい

て中核的な役割を果たしている市町村でないこと。工.当

該市町村のみを対象とする都市計画区域を指定することが

適当と認められること。

(2) 市街化区域の設定に係る将来人口密度の想定について

(略)

資料2 山凹町若者定住宅地分譲条例 (平成6年3月25日

条例第四号)

(目的) 第l条 町は，山閏町いきいき郷土づくり基金の

運用によ る「活力と うるおいにみちた住みよい町Jづくり

をめざ、して この条例に定めるところにより，町の人口増

を図り， 地:成の活性化と若者定住化の促進のため，安価で‘

快適な地に宅地を造成し，分譲を行うことを目的とする。

(定義) 第2条 この条例において 次の各号に掲げる意

義は，当該各号に定めるところによる。(1)宅地居住の用

に供する専用の家屋及び庖舗付き住宅を建築するための土

地をいう。(2)分譲 町の所有に属する宅地に関し， 分譲宅

地譲渡契約(以下「譲渡契約」という。)により町と契約する

者(以下「契約者」という。)にその所有権を譲渡することを

し、7。

(宅地の分譲) 第3条 宅地の分譲は 1世相:につき 1区

画とする。

(契約者) 第4条 契約者は，山田町に永住を希望する者

(21 ) 

を対象とし，かっ，次の各号に該当するものとする。(1)年

齢は， 18歳以上45歳以下とする。(2)家族構成は 2人以上

の家族とする。

(連帯保証人) 第5条 (分譲代金) 第6条 (田骨)

(分譲代金等の支払方法) 第7条 分譲代金の支払は，譲

渡契約の締結の日までに，分譲代金の5分の 1の額に相当

する額を契約保証金として納付し，分譲代金は譲渡契約締

結の日から 5年の無利子均等の月払い，又は一括払いとす

る。

2 前項の契約保ー証金は，分譲代金を完納しようとすると

きには，優先して分譲代金に充当することができる。ただ

し契約保証金には利子を付きない。

(所有権移転登記) 第8条 宅地の移転登記は，分譲代金

の完納後，速やかに町長が行う。

(住宅建築の義務) 第9条 契約者は，譲渡契約後3年以内

に住宅建築を完了しなければならない。

(転売の禁止等) 第10条 契約者は， 譲渡契約の締結した

日から10年聞は，次の各号に掲げることをしてはならない。

(1)分譲宅地又はその分譲宅地に建築された住宅等建物

(以下 「住宅等建物Jとい う。)に関する所有権を第三者に譲

渡すること。ただし，特段の事情により町長の許可を得て

分譲代金に造成費を加算して完納した場合にはこの限りで

ない。(2)分譲宅地又は住宅等建物に抵当権，地上権，賃借

権，その他使用及び収益を目的とする権利を設定すること。

ただし， 住宅等建物を住宅等建物の建築資金に充当するた

めの資金確保にかかる担保に供する場合又は特段の事情に

より町長が許可した場合についてはこの限りでない。

(譲渡契約の解除) 第11条 (以下略)


